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要   旨  
マレーシア（独立時点はマラヤ連邦）では，1957年の独立以降，統一マレー人国民組織
（United Malays National Organization：UMNO ）率いる「政権党」が現在まで安定的に
政権を維持してきた。 UMNOを中心とする政権党は （１） 1950年代以降は農村開発， （２） 1971








わち、第１期（1950年代以降1970年まで） の特徴としては， １． 開発行政の基盤整備と２．
農村開発の展開。第２期の特徴は、新経済政策（～1981年まで）実行のための制度整備と
して、１．NEP実行メカニズムの確立である。そして、第３期として1981年以降，マハティ
ール政権期の制度「改革」として  １． 「新しい要素」の導入．２， 「限定された役割」と
しての企業家育成とまとめることができる。 
これら３つの時期に共通していることは、総理府・経済計画局（EPU）による開発政策の
コントロールである。   - 1 -
はじめに 
  マレーシア （独立時点はマラヤ連邦） では， 1957年にイギリスから独立を達成して以降，












  マレーシアの経済開発を支えた制度や機構への関心は，Ness［1966］ ，Esman［1972］な
どの初期の研究に加え，Runder［1994］などが行った1960年代の農村開発に関する諸研究
が代表的な成果としてあげられる。 
  しかし， それ以降は大きな関心を寄せられることがなかった。 近年では,1980年代後半以
降の持続的な経済成長に注目した研究を指摘することができるのみであろう。世界銀行が
実施した 「東アジアの教訓 （Lessons  of  East  Asia） 」 プロジェクト国別報告書において，
マレーシアの経済成長に関して２つの要因が指摘されている（Ismail and Saha［1993］
pp.34-48） 。 １つ目は独立以降の４代首相 （トゥンク・アブドゥール・ラーマン ［Tunku Abdul 
Rahman］ ，アブドゥール・ラザク［Abdul Razak］ ，フセイン・オン［Hussein Onn］ ，マハテ
ィール・モハマド［Mahathir Mohamad］ ）の政治指導力と彼らが示したビジョンの重要性で
ある。また２番目の成功の要因としては，総理府（Prime Minister's Department）の経済計






















































の転換を進め輸出品の多角化（パーム油など）を目指したほか，後述する世銀調査団の勧  - 3 -





























































らびに企業家の育成を開発政策の柱に位置づけた。     
 










契機は，1945年に「連合王国植民地開発および福祉法」 （United  Kingdom  Colonial 





た*5。この調査団がマラヤ政府に提出した報告書に基づき，制度的改善の勧告がなされ，  - 5 -
現在のシステムの原型が構築された（Esman［1972］p.84，Snograss［1980］p.47-48） 。 
  世銀調査団は1954年に派遣され，その報告書（Report on the Economic Development in 















要因も指摘できる（前出Snograss  ） 。 












56年には自作農の育成を目的とした連邦土地開発公社（Federal Land Development 
Authority：FELDA）が設立されている（Ness［1967］  pp.176-186） 。 
  この時期の農村開発でもっとも大きな制度上の変化は，1959年に農村開発の促進を目的
とした独立した省として農村開発省（Ministry of  Rural Development Authority）が新設さ
れたことである。同省を頂点として，翌年には連邦レベルでは農村開発を一元的に扱う国
家農村開発協議会が新設された。この協議会を頂点にして，農村末端部までに「Operation 
Room」が新設され，また農村の「要請」を吸い上げる仕組みとして「Red Books  」と呼ば
れる新しい仕組みが導入された。同システムは，郡（District）レベルにおける農村開発計
画書を作成し，そこに農村開発に関するもっとも基本的な農民の要求項目を盛りこませる
というものであった。そして，これらの郡農村開発計画書を基礎にして，その上位に位置  - 6 -
する州政府レベルでは， 「州農村開発計画書」を，さらに連邦レベルでは， 「第２次五カ年















  これに対し，もう１人の代表例がアグス・サリム（Dr.Agoes Salim）である。彼はマレー
人として独立後初の農業博士号（アメリカ）を取得し，帰国後，農村開発部門で重要な役
割を果たした。 






第３章  第２期：新経済政策（～1981年まで）実行のための制度整備 
  










新たに都市開発公社（Urban Development Authority: UDA)，マレーシア食品加工公社（Food 
Industries of Malaysia：FIMA） などの公企業 （Non-Financial Public Enterprises：NFPEs）

















下の被用者年金基金（Employee Providence Fund:EPF ）に国債の引き受けを義務づけ(1990
年の新EPF法の成立まで，の総投資額の80%を政府債に投資することを義務づける)，容易




















については「国家開発計画委員会（National Development Planning  Committee：NDPＣ） 」
が設置されている。また，閣僚レベルでは，ともに首相を頂点とする「国家計画協議会  - 8 -





















    たとえば，工業開発の場合，通産省が代表し，その下にあるマレーシア工業開発庁
（Malaysian Industrial Development Authority:MIDA） や中小企業開発庁などは通産省を通じ
てEPUにプロポーザルを提出する。 
  ③これらのプロポーザルが省庁間計画グループ（Inter  Agencies  Planning  Group:：IAPG  ）
に送られる（この議長はEPUの局長が務める） 。 
  ④こうした決定された枠組みがEPUに送られ，今度は第１次ドラフトとしてNDPCへ送   
られる。 








  第２は， この産業分野別配分に関してEPUが事務局となって策定され， 最終的にはNDPC
傘下の部会・概算委員会で官僚レベルの決定が行われることである。 
 










入された国民開発政策（National Development Policy  1991-2000：NDP） ，さらにはその後




  「新しい要素（New Elements） 」と呼ばれる政策手法を次々と導入し，従来の国家主導型
から民間主導型へと軌道修正を進めていった。 新しい要素とは,具体的には1983年に相次い
で公表された 「マレーシア株式会社政策」 （Malaysian  Incorporated  Policy， 同年２月公表）






































は新たに国家開発協議会（National  Development  Council：NDC）へと変更されたほか，
新たに閣僚開発委員会 （Ministerial Development Committee：MDC） が設立された。 （Ahamad 































ター開発プログラム （Program Pembangunan Kontraktor Binaan Bumiputera Berwibawa） 」と 名
付けられたコントラクター育成事業などが導入されている。   
  さらにこの動きは1995年の総選挙後加速化させた。従来の公企業省を改組し，企業家開







 一 方 ， PUNBの設立構想は1991年８月に公表された。ついで同年11月のUMNO年次中央





   
終わりに：マレーシア経済テクノクラートの考察にあたり 
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注） 
 
*1  UMNO，華人政党・マレーシア華人協会（MCA） ，インド人政党・マレーシア・イン
ド人会議（MIC）の３エスニック・グループ別「政党」から構成される連盟党は 1957
年から 1973 年まで，また参加政党数ならびに参加政党地域を連盟党よりも拡大させた
国民戦線（National Front：:NF）が 1974 年以降現在まで政権を担っている。 
 
*2 マレーシアはマレー人とそのほかの先住民からなるブミプトラ（両者を併せ総人口の





*3  総理府に関しては Ho の研究をあげることができる。 
 
*4  たとえば，５カ年計画の策定に関し静態的に記述した研究として Samusdin Hitam
［1993］や Nik Ashim Wan Ibrahim［1994］を上げることができる。 
 
*5  同調査団は 14 名から構成された（Singh［1984］pp.52-53） ） 。 
 
*6  独立に先立ち，1948 年にイギリスとの間で結ばれたマラヤ連邦協定（Agreement of 





*7    RIDA  の設立は 1950 年，法定公社の資格が付与されたのが 1953 年である。 
 





社（Perbadanan Nasional Berhad：PERNAS）の設立などへとつながっていく 
 
*9  NEP 実施の第２の特徴は，クォーター制度の強化，活用である。第一節で述べたよう
に連邦憲法第 153 条（マレー人ならびにサバ，サラワク先住民の特別な地位」規定）を
根拠にしてマレー人へ事業機会などさまざま経済機会が傾斜配分された。このほかにも
輸入割当など許認可制度とクォーター制度が結びつき，実行されていった。   - 14 -
 
*10  ICEU は 1971 年に設立された。しかし，1972 年には総理府内のもう１つの局であ
る開発管理局（Development Administration Unit）と合併改組された（Abdul Aziz 
Zakaria pp.54-56） 。 
 
*11  1991 年までのメカニズムに関する記述は Samusudin,  Abdul  Aziz,Elyas らの既
存研究に加え，総理府経済官僚経験者からの筆者のヒアリングに基づく。 
 
*12  本節の主な記述は，鳥居［2003］に負っている。 
 




税を 2001 年５月２日に撤廃した。   - 15 -
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表１
主な開発政策・重要政治事項 行政機構・官僚制度の動き
















































3.1 投資奨励法（Investment Incenteives Act）の制
定・発効
9 第2回ブミプトラ経済会議が開催される





6.6 資本投資委員会（Capital Investment Committee)設




































Coordination and Evaluation Unit:ICEU)が設立され
る。
8.3 都市開発庁（Uraban Development Authority:UDA)設








ガイドライン（Acquisition of assets, mergers and
take-overs)を制定
6.1 国民戦線（National Front:N.F)成立
7.26 石油開発法（Petroleum Development Act）の制 国営石油公社（PETRONAS)の設立



















and Manpower Planning Unit:MAMPU)と実行調整局
(Implementation Coordination Unit)に分離。
























12.15 ルック・イースト政策（Look East Policy)の発表
１９８２年 4.22 第６回総選挙実施




















































1998年 1.7 国家経済行動評議会（National Economic
Action Council:NEAC）発足。
8.1 ダナモダル社設立
8.17 企業債務債権委員会設立
9.1 マハティール首相，資本取引規制と固定相場制
を導入
9.2 アンワル副首相ならびに蔵相を解任
１９９９年 11 第１０回総選挙実施
（出所） 筆者作成。
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マレーシアにおける開発政策の展開と開発行政の変遷
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